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社会科学研究所 定例研究会 報告要旨 
 
2009 年 6 月 6 日(土) 定例研究会報告 
テーマ： 「オーストラリア先住民族アボリジニを巡る状況とアイヌの今後 
― オ―ストラリア調査旅行の報告を中心にして ―｣ 
報告者： 寺地五一氏（草の根先住民サポーター、映画｢TOKYO アイヌ｣製作委員会） 
     星野 工氏（東京アイヌ協会会長） 
司 会： 古川 純所員（法学部） 
時 間： 14：00―17：40 
場 所： 専修大学神田校舎 7 号館 773 教室 
参加者数：30 名（NPO 現代の理論・社会フォーラムと共催） 
報告内容概略：寺地氏・星野氏は 5 月 9 日～21 日まで、オーストラリアのタスマニア、メ
ルボルン、シドニーの先住民族アボリジニのコミュニティーを訪問し、宗教儀礼の相互交
流や学校訪問と状況調査を行った。報告では、パソコンとプロジェクターによるスライド
映写を通じて、両氏の実に豊かな交流の日々が解説された。メルボルンの「ヨータ・ヨ―
タ・ネイション」訪問では特に、ウェイン・アトキンス氏（アボリジニとして初めてメル
ボルン大学で PhD を取得された方、同大学政治学科教授；なお同大学 5 万人の学生中アボ
リジニは約 180 人という）が先住民権訴訟で中心的役割を果たされたことや 2008 年 7 月
の北海道先住民族サミットに参加された話が印象的であった。 
 アボリジニの権利回復の流れをまとめるならば、①1960 年代の保守党政権に対するアボ
リジニ自身によるラディカルな市民権運動、②1970 年代～90 年代の労働党政権による進
歩的アボリジニ推進政策、③1990 年代後半～2007 年の保守党ハワード政権による揺り戻
しの時期、④2008 年以降の労働党ラッド政権による国会謝罪演説（とくにアボリジニの親
から拉致されて生育した｢盗まれた世代｣に対して）とアボリジニ政策の見直しという時期
区分ができる。2009 年～2010 年連邦予算のアボリジニ予算（1.42％、日本政府のアイヌ
予算は 0.000014％！）に基づくラッド政権の格差是正政策の展開と、人権委員会の人権コ
ミッショナーによる全国先住民族代表組織の検討は注目される。 
 約 30 名の参加者のなかで、NPO および講師関係の若い世代が 15 名以上をしめ、たいへ
ん活気に満ちた研究会になったと思われる。 
記：専修大学法学部・古川 純 
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2009 年 6 月 13 日（土） 定例研究会報告 
テーマ： 「衆議院の解散・総選挙―『増補 解散の政治学－戦後日本政治史』をめぐって」 
報告者： 藤本一美 
討論者： 根本俊雄 
     濱賀祐子 
時 間： 14 時～17 時 
場 所： 専修大学神田校舎 1 号館 13－A 会議室 
参加者： 17 名 
報告内容概略： 
 第二次世界大戦後、我が国では 22 回にわたって、衆議院の解散が行われている。現在、
前の解散＝「郵政解散」が実施されて以来、3 年半以上が経過し、麻生内閣のもとで衆議
院議員の任期（4 年）一杯である 9 月までに解散・総選挙が近いといわれている。 
 この報告では、解散の定義や合理的解散の条件などを踏まえて、戦後の解散史の特色を
概観し、その上で、今回の解散がどのような環境および条件のもとで実施されようとして
いるかを説明された。また、麻生首相、自民党および野党が今回の解散をどのように位置
づけているのか新聞等の論調をもとに解説・分析が試みられた。 
 これに対して、討論者からは、解散の背景となっている争点の変化、特に内政または外
交問題との関連、ならびに経済との関連に関する質問があった。 
 またフロアーからは、政権（内閣）の安定度と解散との関係、任期いっぱいの解散なし
の「ロッキード選挙」の背景と事情、ならびに衆参同時選挙と解散についてなどの質問が
あった。 
記：専修大学法学部・藤本一美 
